
別記様式第 2号 別添 

浜の活力再生プラン 

（第２期） 

 

１ 地域水産業再生委員会 

 

再生委員会の構成員 東松島市、松島町、利府町、七ヶ浜町、塩釜市、多賀城市、仙台市、

名取市、岩沼市、亘理町、山元町、宮城県水産業経営支援協議会、宮

城県漁業協同組合、塩釜市漁業協同組合、鳴瀬吉田川鮭増殖組合 

オブザーバー 宮城県 

 

対象となる地域の範囲及び

漁業の種類 

宮城県南部地域一円（東松島市～山元町） 

漁船漁業者合計２８２名 

（さより機船船びき網漁業６名、刺網漁業２３７名、せん漁業８

７名、小型底曳網漁業１３名、貝桁漁業６２名、定置漁業３４名

他） 

※１経営体が複数漁業（養殖業含む）を兼業しているため、漁業

種類別合計は漁船漁業者数合計 

より多い 

  

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

当プランで対象とする宮城県南部地区は、北は石巻市と接する東松島市から南は福島県と接す

る山元町までであり、松島周辺を除き、総じて平坦な砂浜海岸で仙台湾が形成されている。 

同地区沿岸には、沿岸に北上川や阿武隈川を始めとする多数の河川が流れ込むことにより豊富

な栄養塩が供給され、沖合では親潮と黒潮がぶつかることから、好漁場が形成されており、ノリ・

カキ等の養殖生産も盛んに行なわれている。 

これらを背景に、当プランの対象となっている漁船漁業においては、年間を通じて刺網・小型

底曳網等の漁法により、ヒラメやカレイ類等の砂泥底を好む魚介類のほか、アカガイ・ウバガイ・

サケ等が各地区の名物として漁獲されている。 

そのため、同地区には、県外漁船も多数寄港する塩釜漁港の他、七ヶ浜地域各漁港、閖上漁港、

荒浜漁港等多数の漁港が点在し、これらに隣接して地方卸売市場塩竃市魚市場（以下、「塩釜魚

市場」という。）や地方卸売市場宮城県漁業協同組合七ヶ浜支所花渕浜魚市場（以下、「七ヶ浜魚

市場」という。）、地方卸売市場宮城県漁業協同組合仙南支所閖上地方卸売市場（以下、「閖上魚

組織名 宮城県南部地区地域水産業再生委員会（漁船漁業 1104013） 

代表者名 会長 高橋 幸彦 



市場」という。）、地方卸売市場宮城県漁業協同組合亘理支所魚市場（以下、「亘理魚市場」とい

う。）等の魚市場が所在するとともに、後背地には多くの水産加工関連施設が集積されている。 

しかしながら、平成２３年３月の東日本大震災により、地区内の漁港や関連施設、漁船、漁具

などの大半が流失・損壊したことから、国・県の各種支援事業を活用し復旧に努め、平成３０年

３月末までには、漁船等の復旧はすべて終了している。 

一方、魚市場や冷凍冷蔵施設、加工施設などによる加工流通機能の回復も進んではいるものの、

東京電力(株)福島第一原子力発電所事故によって、クロダイの出荷規制、風評による販路の縮

小・喪失など、販売面および操業面の両方において影響が残っている。 

さらに、燃油・資材等の価格高騰による漁業経費の増大や乗組員不足など、漁業経営を取り巻

く環境は大変厳しい。また、近年、秋漁の主力の一つとなるサケの回帰状況が不安定で年毎の漁

獲量変動が大きいことから、より効率的な増殖事業を実施する必要がある。 

（２）その他の関連する現状等

震災により土地や住宅などの生産基盤を失い浜を離れ、結果として漁業再開を断念した漁

業者多数いること、厳しい経営状況や労働環境によって後継者が育たず高齢化が深刻化して

いること等により、漁業・漁村の活力が失われつつある。漁業再開者の為の対策や後継者の

確保・育成を図り、漁村地域の活性化を図る必要がある。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等

（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針



 今期の浜の活力再生プランは、前期プランの基本方針を基調としつつ、以下の取り組みを実施

する。 

 

１．地域漁業の復興対策及び魚価向上対策 

資源管理と魚価向上対策は、継続して取り組むことが最も重要である。このため前期プランに

引き続き（１）効率的な操業体制を構築し、資源の持続的な利用を図るとともに、内陸部サケふ

化場の効率化・省力化が前期プランからの課題となっているため、宮城県さけます増殖振興プラ

ンに基づいてふ化場の新設もしくは改修の実現に向けた関係者間の合意形成を加速化する。ま

た、（２）付加価値向上対策として、鮮度保持等の取組を引き続き行う。 

（３）販売活動の推進として、地域販売所の利用や「みやぎ水産の日」に合わせた漁協販促イ

ベント・地域イベント等を活用し、知名度向上・需要拡大の推進を行う。加えて、十分な放射能

対策の実施及び県内外に対する信頼性確保に向けたＰＲ活動による宮城の水産物のイメージア

ップに取り組む。 

（４）復旧した漁港施設等の適切な維持管理を行う。 

 

２．漁業者育成・担い手対策の推進 

前期プランに引き続き（１）漁家後継者育成及び（２）新規漁業就業者確保育成の取組を継続

する。 

 

３．漁業経営の基盤強化対策 

前期プランでは操業コストを削減することは出来なかったが、燃油価格の高騰などの外的要因

による影響の結果であったため、取組の方向性としては引き続き省エネ機器等の導入および操業

コストの低減化に取り組む。 

 

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

次の措置に取り組むことにより、漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保が確保さ

れる。 

①宮城県漁業調整規則による操業期間、操業区域、操業時間、漁獲サイズ、漁具等規制の遵守

徹底 

②宮城県海区漁業調整委員会指示による定置漁業の保護区域及び仙台湾水産動植物保護区域

の設定に基づく適正操業の実践 

③共同漁業権行使規則による操業期間、操業区域、漁具、漁法等の規制措置に基づく適正行使 

④資源管理計画の遵守による漁業資源の維持管理（刺網漁業・小型底曳網漁業：ヒラメ・マコ

ガレイ資源管理計画、定置漁業資源管理計画他） 

 

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 



 １年目（平成３１年度）所得９．２％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

 

１．復興の推進 

「宮城県震災復興計画」において、平成３０年度～３２年度が「発展期」に

当たり、本計画の下で策定された同期間にかかる宮城県の「水産業の振興に

関する基本的な計画」（平成２６年度～３２年度）とも連携をとりつつ、全漁

業者及び漁協や市･町が以下の取組を行なうことで、漁船漁業の復興・更なる

発展を目指す。 

 

（１）効率的な操業体制の構築 

①資源の持続安定利用 

各漁業種類において、以下の取組により、漁業資源の持続安定化を図りつつ

利用することで、漁業収入の維持・向上を図る。 

ⅰ）さより機船船びき網漁業 

・漁業者は、獲り過ぎによる資源への影響を防ぐべく、「さより機船船びき網

漁業に係わる自主調整方針」のほか、漁協と協力して調査した震災後の漁獲

量データに基づき、漁協の管理の下で１ヶ統１日当たりのサヨリ漁獲量上限

を定め、その徹底を図ることで、過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価

及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

ⅱ）刺網漁業・せん漁業・小型底曳網漁業 

・刺網漁業者・小型底曳網漁業者は、漁協の管理の下、冬期に漁獲したマコ

ガレイのうち低価格の産卵後親魚について、放流魚の取扱や放流方法等の手

法を検討整理し、平成２８年度より再放流を実施しており。この取組により、

翌年以降に産卵可能な個体の減耗を極力減らすことでマコガレイ資源の持続

安定に資するとともに、低価格魚の大量水揚を避け市場価格の下落を防ぐこ

とによる魚価及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

・刺網漁業者・せん漁業者（アナゴ筒・タコかご・ツブかご・カニかご）・小

型底曳網漁業者は、主要漁場である仙台湾において、対象魚種及び時期毎に

漁場を分割し使い分けることで、効率的な操業の実施と漁獲量の向上・安定

を図るとともに、ワタリカニの（抱卵個体と１２ｃｍ以下のメス：自主的に

設定）の再放流をおこなうことで資源維持による漁業収入の安定向上を目指

す。 

ⅰ）・ⅱ）の取組内容は、各漁業者が自主的に取り組むものであり、宮城県漁

業協同組合の仙台湾小型漁船漁業部会で漁期前に協議・確認の上、実施する。 

ⅲ）貝桁漁業 

・貝桁漁業の主要漁獲対象となるアカガイ・ウバガイについては、近年、資



源量が大幅に減少していることから、漁業者は、獲り過ぎによる資源への影

響を防ぐべく、漁協と協力して調査した震災後の漁獲量データに基づき、漁

協の管理の下で１隻１日当たりの漁獲量上限を定め、その徹底を図ることで、

過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価及び漁業収入の維持・向上を目指

す。 

・漁業者は、漁獲したアカガイ・ウバガイのうち小型個体（それぞれ殻長７

cm 未満・９cm 未満：自主的に設定）を再放流することにより漁獲可能資源の

増加及び漁業資源の永続利用を図る。併せて、小型個体の漁獲を避けるため、

漁具（マンガン）の桁幅を拡大することを検討する。 

 

②安定的な操業体制の構築 

 秋漁の主力のひとつであるサケについては，近年，全国的に来遊状況が低

迷しており，資源量の安定・増大を図るため，阿武隈水系の亘理ふ化場は平

成３５年度までに，飼育水注排水配管，沈殿槽の大型化等の稚魚安定生産の

ためのふ化場改修を行い，種苗放流数増大（3％以上）と，阿武隈水系内にお

ける事業連係を図ることで中核的稚魚生産機能を担い，資源量の安定・増大

を図る。また、鳴瀬川水系のさけふ化場においても、生産能力強化を図るた

め省力化・効率化したふ化場の新設、もしくは既存施設の改修を検討する。 

 また、少なくとも平成 37 年度までは震災の影響による放流尾数減少の影響

が続き，来遊数が低迷する可能性が高いことから，定置網漁業者，刺網漁業

者は当該漁期の漁獲状況を踏まえ，必要に応じて網揚げ協力を実施すること

により，河川遡上の増大を促し，放流事業の安定化を図る。 

 

（２）付加価値向上対策の推進 

 塩釜市及び漁業者は、復旧整備した塩釜魚市場を流通拠点として、必要な

基盤強化対策を講じながら高度衛生管理に関する取組を推進して、漁獲物の

付加価値向上を図る。このため市は、研修会等を開催し、衛生管理や鮮度管

理の維持のための各種作業ルールや魚市場内の動線を周知し、漁業者はこれ

を遵守する。また、整備した冷海水製造装置および殺菌海水製造装置を活用

することで、施氷による低温管理を徹底と併せて一層の漁獲物の高鮮度化を

図る。 

 また、七ヶ浜魚市場、閖上魚市場、亘理魚市場では、整備した滅菌海水供

給施設等を活用して活魚取引等を活発化させ、適宜、今後必要な整備を検討

しながら漁獲物の付加価値向上に取り組む。 

 

（３）販売活動の推進 



①七ヶ浜魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、七ヶ浜町花渕浜ハ

ーバースクエア「七のや」内加工直売施設における水産物の販売促進に努め

るとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう漁協販促イベント及び地域

イベント「七の市」・「七ヶ浜産業祭り」「ぼっけ祭り」等において地域水産物

のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

②閖上魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や市は、前浜産の水産物を市

場背後の水産加工団地と連携し、前浜ブランドとして新商品開発などによる

高付加価値化を行うことで、水産物のＰＲ及び需要拡大を積極的に推進し、

地域活性化を目指す。 

③亘理魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、交流拠点施設「きず

なぽーと“わたり”」内直売所「鳥の海ふれあい市場」等の地域販売所におけ

る水産物の販売促進に努めるとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう

漁協販促イベント及び地域イベント「荒浜漁港水産祭り」等において地域水

産物のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

併せて、宮城県漁協仙南支所（亘理）は、地元亘理地区に加え仙南地区一円

の水揚物を取扱うことを検討し、新たな加工業者を誘致することで新たな買

受人が参入・定着し易い環境を形成するとともに、インターネット販売の導

入を検討する等、新たな販路を確保することで、市場活性化による魚価及び

漁業収入の維持・向上を目指す。 

④漁協は、加工業者等と連携し、マガレイやアカガイ・コオナゴ等を利用し

た新加工品開発等を行うなど、各魚種の新たな需要開拓を進めることとする。 

併せて、県及び市町と連携して十分な放射能対策を実施し、県内外へ安全性

を確保していることの周知に努める。 

 

（４）漁港機能の維持管理 

 市町は、効率的で安全な漁労環境を確保するために漁港施設・海岸保全施

設を整備し、菖蒲田漁港や磯浜漁港などで係留施設などの老朽化対策や防波

堤改良工事などの安全性確保対策を行いつつ、施設の適正な維持管理を行う。

また、荷さばき、漁具や漁網の洗浄、修繕作業を効率的に実施するための水

産関係用地の造成・舗装を行う。 

 

２．漁業者育成・担い手対策の推進 

（１）漁協は、漁家後継者候補等に対し、少子高齢化や漁業就業者の減少の

中にあっても 水揚が確保できるよう、漁労作業の効率化・省力化、安全確

保、簿記等について必要な知識・技術の習得に向けた研修を行ない、若年漁

業者の資質向上を図る。 



 

（２）漁協と市町は、県と連携しながら、各種就職相談会などを活用して

新規漁業就業希望者を広く募集し、地域漁業に関する知識や漁労技術など

の習得に向けた実地研修を行うとともに、観光業界等と連携し体験漁業等

を実施する。 

 

これらの取組により、基準年より１．５％の漁業収入向上が見込まれる。 

漁業コスト削減

のための取組 

１．燃油コスト削減の取組 

（１）全漁業者は、定期的な船底清掃・付着生物防止処理、入出港時の減速

航行の徹底に取り組むことにより、燃油消費量の削減を図る。 

 

（２）全漁業者は、機関換装や漁船建造の際、省エネ型エンジンを積極的に

導入することにより、燃油消費量の削減を図る。 

 

また、その他漁業種類においても、漁業者は、漁協とともにコスト削減策を

検討・実施する。 

 

これらの取組により、基準年より１．６％以上の漁業コスト削減が見込まれ

る。 

活用する支援措

置等 

水産業共同利用施設復旧整備事業（国）、漁業者保証円滑化対策事業（国）、

浜の活力再生・成長促進交付金（国）、漁業人財育成総合支援事業（国）、

水産物供給基盤機能保全事業（国）、漁港施設機能強化事業（国）、水産流

通基盤整備事業（国）、農山漁村地域整備交付金（国）、漁業集落防災機能

強化事業（国）、漁業経営セーフティネット構築事業（国）、みやぎの「食」

ブランド復興支援事業（県） 

 

 ２年目（平成３２年度）所得９．２％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

１．復興の推進 

「宮城県震災復興計画」において、平成３０年度～３２年度が「発展期」に

当たり、本計画の下で策定された同期間にかかる宮城県の「水産業の振興に

関する基本的な計画」（平成２６年度～３２年度）とも連携をとりつつ、全漁

業者及び漁協や市･町が以下の取組を行なうことで、漁船漁業の復興・更なる

発展を目指す。 

 

（１）効率的な操業体制の構築 

①資源の持続安定利用 



各漁業種類において、以下の取組により、漁業資源の持続安定化を図りつつ

利用することで、漁業収入の維持・向上を図る。 

ⅰ）さより機船船びき網漁業 

・漁業者は、獲り過ぎによる資源への影響を防ぐべく、「さより機船船びき網

漁業に係わる自主調整方針」のほか、漁協と協力して調査した震災後の漁獲

量データに基づき、漁協の管理の下で１ヶ統１日当たりのサヨリ漁獲量上限

を定め、その徹底を図ることで、過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価

及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

ⅱ）刺網漁業・せん漁業・小型底曳網漁業 

・刺網漁業者・小型底曳網漁業者は、漁協の管理の下、冬期に漁獲したマコ

ガレイのうち低価格の産卵後親魚について、放流魚の取扱や放流方法等の手

法を検討整理し、平成２８年度より再放流を実施しており。この取組により、

翌年以降に産卵可能な個体の減耗を極力減らすことでマコガレイ資源の持続

安定に資するとともに、低価格魚の大量水揚を避け市場価格の下落を防ぐこ

とによる魚価及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

・刺網漁業者・せん漁業者（アナゴ筒・タコかご・ツブかご・カニかご）・小

型底曳網漁業者は、主要漁場である仙台湾において、対象魚種及び時期毎に

漁場を分割し使い分けることで、効率的な操業の実施と漁獲量の向上・安定

を図るとともに、ワタリカニの（抱卵個体と１２ｃｍ以下のメス：自主的に

設定）の再放流をおこなうことで資源維持による漁業収入の安定向上を目指

す。 

ⅰ）・ⅱ）の取組内容は、各漁業者が自主的に取り組むものであり、宮城県漁

業協同組合の仙台湾小型漁船漁業部会で漁期前に協議・確認の上、実施する。 

ⅲ）貝桁漁業 

・貝桁漁業の主要漁獲対象となるアカガイ・ウバガイについては、近年、資

源量が大幅に減少していることから、漁業者は、獲り過ぎによる資源への影

響を防ぐべく、漁協と協力して調査した震災後の漁獲量データに基づき、漁

協の管理の下で１隻１日当たりの漁獲量上限を定め、その徹底を図ることで、

過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価及び漁業収入の維持・向上を目指

す。 

・漁業者は、漁獲したアカガイ・ウバガイのうち小型個体（それぞれ殻長７

cm 未満・９cm 未満：自主的に設定）を再放流することにより漁獲可能資源の

増加及び漁業資源の永続利用を図る。併せて、小型個体の漁獲を避けるため、

漁具（マンガン）の桁幅を拡大することを検討する。 

 

②安定的な操業体制の構築 



 秋漁の主力のひとつであるサケについては，近年，全国的に来遊状況が低

迷しており，資源量の安定・増大を図るため，阿武隈水系の亘理ふ化場は平

成３５年度までに，飼育水注排水配管，沈殿槽の大型化等の稚魚安定生産の

ためのふ化場改修を行い，種苗放流数増大（3％以上）と，阿武隈水系内にお

ける事業連係を図ることで中核的稚魚生産機能を担い，資源量の安定・増大

を図る。また、鳴瀬川水系のさけふ化場においても、生産能力強化を図るた

め省力化・効率化したふ化場の新設、もしくは既存施設の改修を検討する。 

 また、少なくとも平成 37 年度までは震災の影響による放流尾数減少の影響

が続き，来遊数が低迷する可能性が高いことから，定置網漁業者，刺網漁業

者は当該漁期の漁獲状況を踏まえ，必要に応じて網揚げ協力を実施すること

により，河川遡上の増大を促し，放流事業の安定化を図る。 

 

（２）付加価値向上対策の推進 

 塩釜市及び漁業者は、復旧整備した塩釜魚市場を流通拠点として、必要な

基盤強化対策を講じながら高度衛生管理に関する取組を推進して、漁獲物の

付加価値向上を図る。このため市は、研修会等を開催し、衛生管理や鮮度管

理の維持のための各種作業ルールや魚市場内の動線を周知し、漁業者はこれ

を遵守する。また、整備した冷海水製造装置および殺菌海水製造装置を活用

することで、施氷による低温管理を徹底と併せて一層の漁獲物の高鮮度化を

図る。 

 また、七ヶ浜魚市場、閖上魚市場、亘理魚市場では、整備した滅菌海水供

給施設等を活用して活魚取引等を活発化させ、適宜、今後必要な整備を検討

しながら漁獲物の付加価値向上に取り組む。 

 

（３）販売活動の推進 

①七ヶ浜魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、七ヶ浜町花渕浜ハ

ーバースクエア「七のや」内加工直売施設における水産物の販売促進に努め

るとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう漁協販促イベント及び地域

イベント「七の市」・「七ヶ浜産業祭り」「ぼっけ祭り」等において地域水産物

のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

②閖上魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や市は、前浜産の水産物を市

場背後の水産加工団地と連携し、前浜ブランドとして新商品開発などによる

高付加価値化を行うことで、水産物のＰＲ及び需要拡大を積極的に推進し、

地域活性化を目指す。 

③亘理魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、交流拠点施設「きず

なぽーと“わたり”」内直売所「鳥の海ふれあい市場」等の地域販売所におけ



る水産物の販売促進に努めるとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう

漁協販促イベント及び地域イベント「荒浜漁港水産祭り」等において地域水

産物のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

併せて、宮城県漁協仙南支所（亘理）は、地元亘理地区に加え仙南地区一円

の水揚物を取扱うことを検討し、新たな加工業者を誘致することで新たな買

受人が参入・定着し易い環境を形成するとともに、インターネット販売の導

入を検討する等、新たな販路を確保することで、市場活性化による魚価及び

漁業収入の維持・向上を目指す。 

④漁協は、加工業者等と連携し、マガレイやアカガイ・コオナゴ等を利用し

た新加工品開発等を行うなど、各魚種の新たな需要開拓を進めることとする。 

併せて、県及び市町と連携して十分な放射能対策を実施し、県内外へ安全性

を確保していることの周知に努める。 

 

（４）漁港機能の維持管理 

 市町は、効率的で安全な漁労環境を確保するために漁港施設・海岸保全施

設を整備し、磯浜漁港などで係留施設などの老朽化対策や防波堤改良工事な

どの安全性確保対策を行いつつ、施設の適正な維持管理を行う。 

 

２．漁業者育成・担い手対策の推進 

（１）漁協は、漁家後継者候補等に対し、少子高齢化や漁業就業者の減少の

中にあっても 水揚が確保できるよう、漁労作業の効率化・省力化、安全確

保、簿記等について必要な知識・技術の習得に向けた研修を行ない、若年漁

業者の資質向上を図る。 

（２）漁協と市町は、県と連携しながら、各種就職相談会などを活用して

新規漁業就業希望者を広く募集し、地域漁業に関する知識や漁労技術など

の習得に向けた実地研修を行うとともに、観光業界等と連携し体験漁業等

を実施する。 

 

これらの取組により、基準年より１．５％の漁業収入向上が見込まれる。 

漁業コスト削減

のための取組 

１．燃油コスト削減の取組 

（１）全漁業者は、定期的な船底清掃・付着生物防止処理、入出港時の減速

航行の徹底に取り組むことにより、燃油消費量の削減を図る。 

（２）全漁業者は、機関換装や漁船建造の際、省エネ型エンジンを積極的に

導入することにより、燃油消費量の削減を図る。 

 

２．おきあみ１そうびき機船船びき網漁業者及びすくい網漁業者は、漁海況



をもとに関係漁業者で協議して操業開始日を決定することで、漁に適した時

期に効率的に操業を行い、漁業コスト削減を図る。 

 

３． いかつり漁業者は、昼釣り可能な岩手県以北の海域での操業を行なうこ

とにより、漁業コスト削減を図る。 

 

また、その他漁業種類においても、漁業者は、漁協とともにコスト削減策を

検討・実施する。 

 

これらの取組により、基準年より１．６％以上の漁業コスト削減が見込まれ

る。 

活用する支援措

置等 

水産業共同利用施設復旧整備事業（国）、漁業者保証円滑化対策事業（国）、

浜の活力再生・成長促進交付金（国）、漁業人財育成総合支援事業（国）、

水産物供給基盤機能保全事業（国）、漁港施設機能強化事業（国）、水産流

通基盤整備事業（国）、農山漁村地域整備交付金（国）、漁業集落防災機能

強化事業（国）、漁業経営セーフティネット構築事業（国）、みやぎの「食」

ブランド復興支援事業（県） 

 

 ３年目（平成３３年度）所得９．９％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

 

１．復興の推進 

全漁業者及び漁協や市･町が以下の取組を行なうことで、漁船漁業の復興・

更なる発展を目指す。 

 

（１）効率的な操業体制の構築 

①資源の持続安定利用 

各漁業種類において、以下の取組により、漁業資源の持続安定化を図りつつ

利用することで、漁業収入の維持・向上を図る。 

ⅰ）さより機船船びき網漁業 

・漁業者は、獲り過ぎによる資源への影響を防ぐべく、「さより機船船びき網

漁業に係わる自主調整方針」のほか、漁協と協力して調査した震災後の漁獲

量データに基づき、漁協の管理の下で１ヶ統１日当たりのサヨリ漁獲量上限

を定め、その徹底を図ることで、過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価

及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

ⅱ）刺網漁業・せん漁業・小型底曳網漁業 

・刺網漁業者・小型底曳網漁業者は、漁協の管理の下、冬期に漁獲したマコ



ガレイのうち低価格の産卵後親魚について、放流魚の取扱や放流方法等の手

法を検討整理し、平成２８年度より再放流を実施しており。この取組により、

翌年以降に産卵可能な個体の減耗を極力減らすことでマコガレイ資源の持続

安定に資するとともに、低価格魚の大量水揚を避け市場価格の下落を防ぐこ

とによる魚価及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

・刺網漁業者・せん漁業者（アナゴ筒・タコかご・ツブかご・カニかご）・小

型底曳網漁業者は、主要漁場である仙台湾において、対象魚種及び時期毎に

漁場を分割し使い分けることで、効率的な操業の実施と漁獲量の向上・安定

を図るとともに、ワタリカニの（抱卵個体と１２ｃｍ以下のメス：自主的に

設定）の再放流をおこなうことで資源維持による漁業収入の安定向上を目指

す。 

ⅰ）・ⅱ）の取組内容は、各漁業者が自主的に取り組むものであり、宮城県漁

業協同組合の仙台湾小型漁船漁業部会で漁期前に協議・確認の上、実施する。 

ⅲ）貝桁漁業 

・貝桁漁業の主要漁獲対象となるアカガイ・ウバガイについては、近年、資

源量が大幅に減少していることから、漁業者は、獲り過ぎによる資源への影

響を防ぐべく、漁協と協力して調査した震災後の漁獲量データに基づき、漁

協の管理の下で１隻１日当たりの漁獲量上限を定め、その徹底を図ることで、

過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価及び漁業収入の維持・向上を目指

す。 

・漁業者は、漁獲したアカガイ・ウバガイのうち小型個体（それぞれ殻長７

cm 未満・９cm 未満：自主的に設定）を再放流することにより漁獲可能資源の

増加及び漁業資源の永続利用を図る。併せて、小型個体の漁獲を避けるため、

漁具（マンガン）の桁幅を拡大することを検討する。 

 

②安定的な操業体制の構築 

 秋漁の主力のひとつであるサケについては，近年，全国的に来遊状況が低

迷しており，資源量の安定・増大を図るため，阿武隈水系の亘理ふ化場は平

成３５年度までに，飼育水注排水配管，沈殿槽の大型化等の稚魚安定生産の

ためのふ化場改修を行い，種苗放流数増大（3％以上）と，阿武隈水系内にお

ける事業連係を図ることで中核的稚魚生産機能を担い，資源量の安定・増大

を図る。また、鳴瀬川水系のさけふ化場においても、生産能力強化を図るた

め省力化・効率化したふ化場の新設、もしくは既存施設の改修を検討する。 

 また、少なくとも平成 37 年度までは震災の影響による放流尾数減少の影響

が続き，来遊数が低迷する可能性が高いことから，定置網漁業者，刺網漁業

者は当該漁期の漁獲状況を踏まえ，必要に応じて網揚げ協力を実施すること



により，河川遡上の増大を促し，放流事業の安定化を図る。 

 

（２）付加価値向上対策の推進 

 塩釜市及び漁業者は、復旧整備した塩釜魚市場を流通拠点として、必要な

基盤強化対策を講じながら高度衛生管理に関する取組を推進して、漁獲物の

付加価値向上を図る。このため市は、研修会等を開催し、衛生管理や鮮度管

理の維持のための各種作業ルールや魚市場内の動線を周知し、漁業者はこれ

を遵守する。また、整備した冷海水製造装置および殺菌海水製造装置を活用

することで、施氷による低温管理を徹底と併せて一層の漁獲物の高鮮度化を

図る。 

 また、七ヶ浜魚市場、閖上魚市場、亘理魚市場では、整備した滅菌海水供

給施設等を活用して活魚取引等を活発化させ、適宜、今後必要な整備を検討

しながら漁獲物の付加価値向上に取り組む。 

 

（３）販売活動の推進 

①七ヶ浜魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、七ヶ浜町花渕浜ハ

ーバースクエア「七のや」内加工直売施設における水産物の販売促進に努め

るとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう漁協販促イベント及び地域

イベント「七の市」・「七ヶ浜産業祭り」「ぼっけ祭り」等において地域水産物

のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

②閖上魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や市は、前浜産の水産物を市

場背後の水産加工団地と連携し、前浜ブランドとして新商品開発などによる

高付加価値化を行うことで、水産物のＰＲ及び需要拡大を積極的に推進し、

地域活性化を目指す。 

③亘理魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、交流拠点施設「きず

なぽーと“わたり”」内直売所「鳥の海ふれあい市場」等の地域販売所におけ

る水産物の販売促進に努めるとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう

漁協販促イベント及び地域イベント「荒浜漁港水産祭り」等において地域水

産物のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

併せて、宮城県漁協仙南支所（亘理）は、地元亘理地区に加え仙南地区一円

の水揚物を取扱うことを検討し、新たな加工業者を誘致することで新たな買

受人が参入・定着し易い環境を形成するとともに、インターネット販売の導

入を検討する等、新たな販路を確保することで、市場活性化による魚価及び

漁業収入の維持・向上を目指す。 

④漁協は、加工業者等と連携し、マガレイやアカガイ・コオナゴ等を利用し

た新加工品開発等を行うなど、各魚種の新たな需要開拓を進めることとする。 



併せて、県及び市町と連携して十分な放射能対策を実施し、県内外へ安全性

を確保していることの周知に努める。 

 

（４）漁港機能の維持管理 

 市町は、効率的で安全な漁労環境を確保するために漁港施設・海岸保全施

設を整備し、係留施設などの老朽化対策や防波堤改良工事などの安全性確保

対策を行いつつ、施設の適正な維持管理を行う。 

 

２．漁業者育成・担い手対策の推進 

（１）漁協は、漁家後継者候補等に対し、少子高齢化や漁業就業者の減少の

中にあっても 水揚が確保できるよう、漁労作業の効率化・省力化、安全確

保、簿記等について必要な知識・技術の習得に向けた研修を行ない、若年漁

業者の資質向上を図る。 

（２）漁協と市町は、県と連携しながら、各種就職相談会などを活用して

新規漁業就業希望者を広く募集し、地域漁業に関する知識や漁労技術など

の習得に向けた実地研修を行うとともに、観光業界等と連携し体験漁業等

を実施する。 

 

これらの取組により、基準年より１．９％の漁業収入向上が見込まれる。 

漁業コスト削減

のための取組 

１．燃油コスト削減の取組 

（１）全漁業者は、定期的な船底清掃・付着生物防止処理、入出港時の減速

航行の徹底に取り組むことにより、燃油消費量の削減を図る。 

（２）全漁業者は、機関換装や漁船建造の際、省エネ型エンジンを積極的に

導入することにより、燃油消費量の削減を図る。 

 

２．おきあみ１そうびき機船船びき網漁業者及びすくい網漁業者は、漁海況

をもとに関係漁業者で協議して操業開始日を決定することで、漁に適した時

期に効率的に操業を行い、漁業コスト削減を図る。 

 

３． いかつり漁業者は、昼釣り可能な岩手県以北の海域での操業を行なうこ

とにより、漁業コスト削減を図る。 

 

また、その他漁業種類においても、漁業者は、漁協とともにコスト削減策を

検討・実施する。 

 

これらの取組により、基準年より１．６％以上の漁業コスト削減が見込まれ



る。 

活用する支援措

置等 

水産業共同利用施設復旧整備事業（国）、漁業者保証円滑化対策事業（国）、

浜の活力再生・成長促進交付金（国）、漁業人財育成総合支援事業（国）、

水産物供給基盤機能保全事業（国）、漁港施設機能強化事業（国）、水産流

通基盤整備事業（国）、農山漁村地域整備交付金（国）、漁業集落防災機能

強化事業（国）、漁業経営セーフティネット構築事業（国）、みやぎの「食」

ブランド復興支援事業（県） 

 

 

 ４年目（平成３４年度）所得１０．７％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

 

１．復興の推進 

全漁業者及び漁協や市･町が以下の取組を行なうことで、漁船漁業の復興・

更なる発展を目指す。 

 

（１）効率的な操業体制の構築 

①資源の持続安定利用 

各漁業種類において、以下の取組により、漁業資源の持続安定化を図りつつ

利用することで、漁業収入の維持・向上を図る。 

ⅰ）さより機船船びき網漁業 

・漁業者は、獲り過ぎによる資源への影響を防ぐべく、「さより機船船びき網

漁業に係わる自主調整方針」のほか、漁協と協力して調査した震災後の漁獲

量データに基づき、漁協の管理の下で１ヶ統１日当たりのサヨリ漁獲量上限

を定め、その徹底を図ることで、過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価

及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

ⅱ）刺網漁業・せん漁業・小型底曳網漁業 

・刺網漁業者・小型底曳網漁業者は、漁協の管理の下、冬期に漁獲したマコ

ガレイのうち低価格の産卵後親魚について、放流魚の取扱や放流方法等の手

法を検討整理し、平成２８年度より再放流を実施しており。この取組により、

翌年以降に産卵可能な個体の減耗を極力減らすことでマコガレイ資源の持続

安定に資するとともに、低価格魚の大量水揚を避け市場価格の下落を防ぐこ

とによる魚価及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

・刺網漁業者・せん漁業者（アナゴ筒・タコかご・ツブかご・カニかご）・小

型底曳網漁業者は、主要漁場である仙台湾において、対象魚種及び時期毎に

漁場を分割し使い分けることで、効率的な操業の実施と漁獲量の向上・安定



を図るとともに、ワタリカニの（抱卵個体と１２ｃｍ以下のメス：自主的に

設定）の再放流をおこなうことで資源維持による漁業収入の安定向上を目指

す。 

ⅰ）・ⅱ）の取組内容は、各漁業者が自主的に取り組むものであり、宮城県漁

業協同組合の仙台湾小型漁船漁業部会で漁期前に協議・確認の上、実施する。 

ⅲ）貝桁漁業 

・貝桁漁業の主要漁獲対象となるアカガイ・ウバガイについては、近年、資

源量が大幅に減少していることから、漁業者は、獲り過ぎによる資源への影

響を防ぐべく、漁協と協力して調査した震災後の漁獲量データに基づき、漁

協の管理の下で１隻１日当たりの漁獲量上限を定め、その徹底を図ることで、

過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価及び漁業収入の維持・向上を目指

す。 

・漁業者は、漁獲したアカガイ・ウバガイのうち小型個体（それぞれ殻長７

cm 未満・９cm 未満：自主的に設定）を再放流することにより漁獲可能資源の

増加及び漁業資源の永続利用を図る。併せて、小型個体の漁獲を避けるため、

漁具（マンガン）の桁幅を拡大することを検討する。 

 

②安定的な操業体制の構築 

 秋漁の主力のひとつであるサケについては，近年，全国的に来遊状況が低

迷しており，資源量の安定・増大を図るため，阿武隈水系の亘理ふ化場は平

成３５年度までに，飼育水注排水配管，沈殿槽の大型化等の稚魚安定生産の

ためのふ化場改修を行い，種苗放流数増大（3％以上）と，阿武隈水系内にお

ける事業連係を図ることで中核的稚魚生産機能を担い，資源量の安定・増大

を図る。また、鳴瀬川水系のさけふ化場においても、生産能力強化を図るた

め省力化・効率化したふ化場の新設、もしくは既存施設の改修を検討する。 

 また、少なくとも平成 37 年度までは震災の影響による放流尾数減少の影響

が続き，来遊数が低迷する可能性が高いことから，定置網漁業者，刺網漁業

者は当該漁期の漁獲状況を踏まえ，必要に応じて網揚げ協力を実施すること

により，河川遡上の増大を促し，放流事業の安定化を図る。 

 

（２）付加価値向上対策の推進 

 塩釜市及び漁業者は、復旧整備した塩釜魚市場を流通拠点として、必要な

基盤強化対策を講じながら高度衛生管理に関する取組を推進して、漁獲物の

付加価値向上を図る。このため市は、研修会等を開催し、衛生管理や鮮度管

理の維持のための各種作業ルールや魚市場内の動線を周知し、漁業者はこれ

を遵守する。また、整備した冷海水製造装置および殺菌海水製造装置を活用



することで、施氷による低温管理を徹底と併せて一層の漁獲物の高鮮度化を

図る。 

 また、七ヶ浜魚市場、閖上魚市場、亘理魚市場では、整備した滅菌海水供

給施設等を活用して活魚取引等を活発化させ、適宜、今後必要な整備を検討

しながら漁獲物の付加価値向上に取り組む。 

 

（３）販売活動の推進 

①七ヶ浜魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、七ヶ浜町花渕浜ハ

ーバースクエア「七のや」内加工直売施設における水産物の販売促進に努め

るとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう漁協販促イベント及び地域

イベント「七の市」・「七ヶ浜産業祭り」「ぼっけ祭り」等において地域水産物

のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

②閖上魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や市は、前浜産の水産物を市

場背後の水産加工団地と連携し、前浜ブランドとして新商品開発などによる

高付加価値化を行うことで、水産物のＰＲ及び需要拡大を積極的に推進し、

地域活性化を目指す。 

③亘理魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、交流拠点施設「きず

なぽーと“わたり”」内直売所「鳥の海ふれあい市場」等の地域販売所におけ

る水産物の販売促進に努めるとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう

漁協販促イベント及び地域イベント「荒浜漁港水産祭り」等において地域水

産物のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

併せて、宮城県漁協仙南支所（亘理）は、地元亘理地区に加え仙南地区一円

の水揚物を取扱うことを検討し、新たな加工業者を誘致することで新たな買

受人が参入・定着し易い環境を形成するとともに、インターネット販売の導

入を検討する等、新たな販路を確保することで、市場活性化による魚価及び

漁業収入の維持・向上を目指す。 

④漁協は、加工業者等と連携し、マガレイやアカガイ・コオナゴ等を利用し

た新加工品開発等を行うなど、各魚種の新たな需要開拓を進めることとする。 

併せて、県及び市町と連携して十分な放射能対策を実施し、県内外へ安全性

を確保していることの周知に努める。 

 

（４）漁港機能の維持管理 

 市町は、効率的で安全な漁労環境を確保するために漁港施設・海岸保全施

設を整備し、係留施設などの老朽化対策や防波堤改良工事などの安全性確保

対策を行いつつ、施設の適正な維持管理を行う。 

 



２．漁業者育成・担い手対策の推進 

（１）漁協は、漁家後継者候補等に対し、少子高齢化や漁業就業者の減少の

中にあっても 水揚が確保できるよう、漁労作業の効率化・省力化、安全確

保、簿記等について必要な知識・技術の習得に向けた研修を行ない、若年漁

業者の資質向上を図る。 

（２）漁協と市町は、県と連携しながら、各種就職相談会などを活用して

新規漁業就業希望者を広く募集し、地域漁業に関する知識や漁労技術など

の習得に向けた実地研修を行うとともに、観光業界等と連携し体験漁業等

を実施する。 

 

これらの取組により、基準年より２．４％の漁業収入向上が見込まれる。 

漁業コスト削減

のための取組 

１．燃油コスト削減の取組 

（１）全漁業者は、定期的な船底清掃・付着生物防止処理、入出港時の減速

航行の徹底に取り組むことにより、燃油消費量の削減を図る。 

（２）全漁業者は、機関換装や漁船建造の際、省エネ型エンジンを積極的に

導入することにより、燃油消費量の削減を図る。 

 

２．おきあみ１そうびき機船船びき網漁業者及びすくい網漁業者は、漁海況

をもとに関係漁業者で協議して操業開始日を決定することで、漁に適した時

期に効率的に操業を行い、漁業コスト削減を図る。 

 

３． いかつり漁業者は、昼釣り可能な岩手県以北の海域での操業を行なうこ

とにより、漁業コスト削減を図る。 

 

また、その他漁業種類においても、漁業者は、漁協とともにコスト削減策を

検討・実施する。 

 

これらの取組により、基準年より１．６％以上の漁業コスト削減が見込まれ

る。 

活用する支援措

置等 

水産業共同利用施設復旧整備事業（国）、漁業者保証円滑化対策事業（国）、

浜の活力再生・成長促進交付金（国）、漁業人財育成総合支援事業（国）、

水産物供給基盤機能保全事業（国）、漁港施設機能強化事業（国）、水産流

通基盤整備事業（国）、農山漁村地域整備交付金（国）、漁業集落防災機能

強化事業（国）、漁業経営セーフティネット構築事業（国）、みやぎの「食」

ブランド復興支援事業（県） 

 



 ５年目（平成３５年度）所得１１．４％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

 

１．復興の推進 

全漁業者及び漁協や市･町が以下の取組を行なうことで、漁船漁業の復興・

更なる発展を目指す。 

 

（１）効率的な操業体制の構築 

①資源の持続安定利用 

各漁業種類において、以下の取組により、漁業資源の持続安定化を図りつつ

利用することで、漁業収入の維持・向上を図る。 

ⅰ）さより機船船びき網漁業 

・漁業者は、獲り過ぎによる資源への影響を防ぐべく、「さより機船船びき網

漁業に係わる自主調整方針」のほか、漁協と協力して調査した震災後の漁獲

量データに基づき、漁協の管理の下で１ヶ統１日当たりのサヨリ漁獲量上限

を定め、その徹底を図ることで、過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価

及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

ⅱ）刺網漁業・せん漁業・小型底曳網漁業 

・刺網漁業者・小型底曳網漁業者は、漁協の管理の下、冬期に漁獲したマコ

ガレイのうち低価格の産卵後親魚について、放流魚の取扱や放流方法等の手

法を検討整理し、平成２８年度より再放流を実施しており。この取組により、

翌年以降に産卵可能な個体の減耗を極力減らすことでマコガレイ資源の持続

安定に資するとともに、低価格魚の大量水揚を避け市場価格の下落を防ぐこ

とによる魚価及び漁業収入の維持・向上を目指す。 

・刺網漁業者・せん漁業者（アナゴ筒・タコかご・ツブかご・カニかご）・小

型底曳網漁業者は、主要漁場である仙台湾において、対象魚種及び時期毎に

漁場を分割し使い分けることで、効率的な操業の実施と漁獲量の向上・安定

を図るとともに、ワタリカニの（抱卵個体と１２ｃｍ以下のメス：自主的に

設定）の再放流をおこなうことで資源維持による漁業収入の安定向上を目指

す。 

ⅰ）・ⅱ）の取組内容は、各漁業者が自主的に取り組むものであり、宮城県漁

業協同組合の仙台湾小型漁船漁業部会で漁期前に協議・確認の上、実施する。 

ⅲ）貝桁漁業 

・貝桁漁業の主要漁獲対象となるアカガイ・ウバガイについては、近年、資

源量が大幅に減少していることから、漁業者は、獲り過ぎによる資源への影

響を防ぐべく、漁協と協力して調査した震災後の漁獲量データに基づき、漁

協の管理の下で１隻１日当たりの漁獲量上限を定め、その徹底を図ることで、



過剰水揚げによる魚価下落を抑制し、魚価及び漁業収入の維持・向上を目指

す。 

・漁業者は、漁獲したアカガイ・ウバガイのうち小型個体（それぞれ殻長７

cm 未満・９cm 未満：自主的に設定）を再放流することにより漁獲可能資源の

増加及び漁業資源の永続利用を図る。併せて、小型個体の漁獲を避けるため、

漁具（マンガン）の桁幅を拡大することを検討する。 

 

②安定的な操業体制の構築 

 秋漁の主力のひとつであるサケについては，近年，全国的に来遊状況が低

迷しており，資源量の安定・増大を図るため，阿武隈水系の亘理ふ化場は平

成３５年度までに，飼育水注排水配管，沈殿槽の大型化等の稚魚安定生産の

ためのふ化場改修を行い，種苗放流数増大（3％以上）と，阿武隈水系内にお

ける事業連係を図ることで中核的稚魚生産機能を担い，資源量の安定・増大

を図る。また、鳴瀬川水系のさけふ化場においても、生産能力強化を図るた

め省力化・効率化したふ化場の新設、もしくは既存施設の改修を検討する。 

 また、少なくとも平成 37 年度までは震災の影響による放流尾数減少の影響

が続き，来遊数が低迷する可能性が高いことから，定置網漁業者，刺網漁業

者は当該漁期の漁獲状況を踏まえ，必要に応じて網揚げ協力を実施すること

により，河川遡上の増大を促し，放流事業の安定化を図る。 

 

（２）付加価値向上対策の推進 

 塩釜市及び漁業者は、復旧整備した塩釜魚市場を流通拠点として、必要な

基盤強化対策を講じながら高度衛生管理に関する取組を推進して、漁獲物の

付加価値向上を図る。このため市は、研修会等を開催し、衛生管理や鮮度管

理の維持のための各種作業ルールや魚市場内の動線を周知し、漁業者はこれ

を遵守する。また、整備した冷海水製造装置および殺菌海水製造装置を活用

することで、施氷による低温管理を徹底と併せて一層の漁獲物の高鮮度化を

図る。 

 また、七ヶ浜魚市場、閖上魚市場、亘理魚市場では、整備した滅菌海水供

給施設等を活用して活魚取引等を活発化させ、適宜、今後必要な整備を検討

しながら漁獲物の付加価値向上に取り組む。 

 

（３）販売活動の推進 

①七ヶ浜魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、七ヶ浜町花渕浜ハ

ーバースクエア「七のや」内加工直売施設における水産物の販売促進に努め

るとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう漁協販促イベント及び地域



イベント「七の市」・「七ヶ浜産業祭り」「ぼっけ祭り」等において地域水産物

のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

②閖上魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や市は、前浜産の水産物を市

場背後の水産加工団地と連携し、前浜ブランドとして新商品開発などによる

高付加価値化を行うことで、水産物のＰＲ及び需要拡大を積極的に推進し、

地域活性化を目指す。 

③亘理魚市場を水揚拠点とする漁業者及び漁協や町は、交流拠点施設「きず

なぽーと“わたり”」内直売所「鳥の海ふれあい市場」等の地域販売所におけ

る水産物の販売促進に努めるとともに、「みやぎ水産の日」に合わせて行なう

漁協販促イベント及び地域イベント「荒浜漁港水産祭り」等において地域水

産物のＰＲを積極的に推進し、知名度向上・需要拡大を図る。 

併せて、宮城県漁協仙南支所（亘理）は、地元亘理地区に加え仙南地区一円

の水揚物を取扱うことを検討し、新たな加工業者を誘致することで新たな買

受人が参入・定着し易い環境を形成するとともに、インターネット販売の導

入を検討する等、新たな販路を確保することで、市場活性化による魚価及び

漁業収入の維持・向上を目指す。 

④漁協は、加工業者等と連携し、マガレイやアカガイ・コオナゴ等を利用し

た新加工品開発等を行うなど、各魚種の新たな需要開拓を進めることとする。 

併せて、県及び市町と連携して十分な放射能対策を実施し、県内外へ安全性

を確保していることの周知に努める。 

 

（４）漁港機能の維持管理 

 市町は、効率的で安全な漁労環境を確保するために漁港施設・海岸保全施

設を整備し、係留施設などの老朽化対策や防波堤改良工事などの安全性確保

対策を行いつつ、施設の適正な維持管理を行う。 

 

２．漁業者育成・担い手対策の推進 

（１）漁協は、漁家後継者候補等に対し、少子高齢化や漁業就業者の減少の

中にあっても 水揚が確保できるよう、漁労作業の効率化・省力化、安全確

保、簿記等について必要な知識・技術の習得に向けた研修を行ない、若年漁

業者の資質向上を図る。 

（２）漁協と市町は、県と連携しながら、各種就職相談会などを活用して

新規漁業就業希望者を広く募集し、地域漁業に関する知識や漁労技術など

の習得に向けた実地研修を行うとともに、観光業界等と連携し体験漁業等

を実施する。 

 



これらの取組により、基準年より２．９％の漁業収入向上が見込まれる。 

漁業コスト削減

のための取組 

１．燃油コスト削減の取組 

（１）全漁業者は、定期的な船底清掃・付着生物防止処理、入出港時の減速

航行の徹底に取り組むことにより、燃油消費量の削減を図る。 

（２）全漁業者は、機関換装や漁船建造の際、省エネ型エンジンを積極的に

導入することにより、燃油消費量の削減を図る。 

２．おきあみ１そうびき機船船びき網漁業者及びすくい網漁業者は、漁海況

をもとに関係漁業者で協議して操業開始日を決定することで、漁に適した時

期に効率的に操業を行い、漁業コスト削減を図る。 

３． いかつり漁業者は、昼釣り可能な岩手県以北の海域での操業を行なうこ

とにより、漁業コスト削減を図る。 

また、その他漁業種類においても、漁業者は、漁協とともにコスト削減策を

検討・実施する。 

これらの取組により、基準年より１．６％以上の漁業コスト削減が見込まれ

る。 

活用する支援措

置等 

水産業共同利用施設復旧整備事業（国）、漁業者保証円滑化対策事業（国）、

浜の活力再生・成長促進交付金（国）、漁業人財育成総合支援事業（国）、

水産物供給基盤機能保全事業（国）、漁港施設機能強化事業（国）、水産流

通基盤整備事業（国）、農山漁村地域整備交付金（国）、漁業集落防災機能

強化事業（国）、漁業経営セーフティネット構築事業（国）、みやぎの「食」

ブランド復興支援事業（県） 

（５）関係機関との連携

 プランの取組を確実に実施し、効果が最大限に発揮できるよう、水産庁、宮城県（水産担当部

署・地方出先機関・試験研究機関）、関係市町、宮城県水産業経営支援協議会、宮城県漁業共済

組合、その他地元研究機関等より指導協力を仰ぐこととする。 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上 11.4％以上 基準年 平成 30年度：  漁業所得 



目標年 平成 35年度：  漁業所得 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

別添資料参照 

（３）所得目標以外の成果目標

貝桁漁業における小型個体

再放流による漁業収入向上

1.6％以上 

基準年 平成３０年度（Ｈ25～Ｈ29の５中３平均） 

：   漁業収入   千円 

目標年 平成３５年度：  漁業収入 千円 

（４）上記の算出方法及びその妥当性

・第１期より継続している漁獲量上限設定及び小型個体の再放流の取組により、大・中規格で水

揚げされる漁獲物の割合が相対的に 10％増加するものとして試算。 

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

水産業共同利用施設

復旧整備事業 

東日本大震災により被災した流通・加工施設等の整備等 

漁業者保証円滑化対

策事業 

漁業経営改善のための取り組みに活用する 

浜の活力再生・成長

促進交付金 

（水産業強化支援事

業） 

さけふ化場の改修・整備や鮮度保持施設等の漁業経営構造の改善に資

する共同利用施設等の整備のために活用する 



漁業人財育成総合支

援事業 

担い手確保にかかる取り組みの推進のために活用する 

水産物供給基盤機能

保全事業 

安定した生産基盤確保のための漁港施設機能の維持保全のための取

り組みに活用する。 

漁港施設機能強化事

業 

安定した生産基盤確保のための漁港施設の機能強化にかかる取り組

みに活用する 

水産流通基盤整備事

業 

水産物の衛生管理・安定供給・付加価値向上のための基盤強化対策に

かかる取り組みに活用する。 

農山漁村地域整備交

付金 

漁港の整備により効率的で安全な漁業活動を確保するために活用す

る。 

漁業集落防災機能強

化事業（国） 

災害に強く生産性の高い漁村づくりを推進するために活用する。 

漁業経営セーフティ

ーネット構築事業 

燃油価格高騰時における燃油コスト削減の一助としての底支えに活

用する 

みやぎの「食」ブラ

ンド復興支援事業 

ＰＲ活動実施のため活用する 

※関連事業には、活用を予定している国（水産庁以外を含む）、地方公共団体等の補助金・基金

等を記載。ただし、本欄への記載をもって、事業の活用を確約するものではない。 

※具体的な事業名が記載できない場合は、「事業名」は「未定」とし、「事業内容及び浜の活力 

再生プランとの関係性」のみ記載する。 
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